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はじめに
近年、政府や民間レベルの双方で盛んに議論されている「グローバル人
材」であるが、その一般的なイメージは、「コミュニケーション能力や異
文化適応能力を持ち、地球規模の問題に対し積極的に取り組み貢献するこ
とのできる人材」といった比較的漠然としたものではないだろうか。本論
は、「グローバル人材」が果たしてどういった人材を指しているのかとい
う唯一絶対の定義を導きだすことが目的ではないが、現代の日本社会にお
いて期待されている「グローバル人材」の日本的な意味についての理念的
な考察を行うとともに、その育成の途上で大きく関連してくる日本人学生
の留学送り出し政策や大学の国際化といった、より具体的な政策や取り組
みに関する分析と、今後の実践上の提言を行うものである。
第1節では、政策や企業・社会における言説を検討することにより、日
本における「グローバル人材」を改めて捉え直し、その中で語られる「日
本人としてのアイデンティティー」という概念の意味と「グローバル人材」
との関連性について分析していきたい。また、グローバル人材育成戦略と
関連し、近年日本で大きな関心を呼んでいるのが、日本人学生の海外留学
者数の減少である。文科省集計データによれば、2011年時点での日本人学
生の海外留学数は57,501名であり、特に米国への留学生を中心に2004年以
降、減少し続けているi。日本政府は1980年に策定された中曽根内閣（当時）
による「留学生受け入れ10万人計画」から積極的に外国人留学生の受け入
れ政策を展開してきており、日本人学生の海外留学に比べ、海外からの留
学生を多く受け入れてきた歴史がある。このような受け入れ超過の状態は、
教育貿易収支の面では黒字であり、世界の留学生市場におけるシェアは約
5％を占めている一方でii、近年では今まであまり政策的関心の払われてこ
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なかった「日本人学生の海外留学の減少」が、若者の「留学渋り」や「内
向き志向」と言った懸念とともに議論の俎上にあがるようになった。日本
人学生の海外留学は、将来を担う日本の若者を国際社会で通用する国際的
な視点と能力を持った「グローバル人材」として育成するという政治経済
的、社会的な期待を背景に、日本社会における政策的懸念の一つとなって
いると言えよう。
このような背景を受け、本稿の第2節以降では、より実践的・具体的な
視点から、日本人学生の海外留学送り出し政策に関する日本政府や大学の
取り組みと、その予想される結果や課題などについて議論を行う。終節で
は1、2節の議論を踏まえつつ、日本におけるグローバル人材育成と留学に
関して、政府、大学、企業、学生とそれぞれのステークホルダー別に今後
の課題や取り組みについて提言して行きたい。
１．「グローバル人材」における「日本人としてのアイデンティティー」
　　の意味
グローバル人材育成に関連して日本経済団体連合会（以降、経団連）が、
経団連会員企業1,283社を対象に行った調査（2010年実施、回答数596社）
によれば、グローバルに活躍する人材に求められる素質として、「既成概
念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続ける」こと、「外国語によるコミュ
ニケーション能力」の二点に最も多くの企業が賛同している。同調査では、
大学生の採用にあたって重視している素質・態度、知識・能力としても、「主
体性」や「コミュンケーション」にもっとも高いポイントが集まっており、
従来日本企業で求められてきたような「協調性」等よりも、より主体的・
積極的に仕事に取り組み、新しいサービスや製品の開発に貢献でき、かつ
卓越した外国語の運用能力を持った人材像が期待されている様子が浮かび
上がる。
また、朝日新聞記事データベース「聞蔵Ⅱビジュアル」を使用し、2000
年以降の記事を対象に「グローバル人材」をキーワードとして検索し、新
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聞紙面で報道された言説を分析した。結果、「グローバル人材」に言及す
る記事の多くは、「グローバル人材」という人材育成目標に対し、高等教
育機関である大学が行う教育プログラムや取り組みに関する具体的報告で
あったが、それ以外に、言論やシンポジウムなど産学官の識者の集まる場
で行われた発言の中から、グローバル人材に関して代表的な発言を抽出し
た。たとえば以下のようなものである。
・「英語力を高めることも必要だが、真の日本人としての意識、アイデン
ティティーがないと、世界で通用しない。今まで以上に日本の伝統や文
化についての教育を行うべきだ」iii
・「本当のグローバル化とは、異文化を尊重しながら自らのアイデンティ
ティーを保ち、自国の文化を語れる人間力を備えることだ」iv
・「グローバル人材とは、(1)多様性に対する感性、(2)普遍性への探究心、(3)
日本の社会や文化、制度について理解するアイデンティティーを持つこ
とだ」v（下線部はすべて筆者）
これらの発言で共通して使われているキーワードが、「日本（人）・日本」
と「アイデンティティー」である。2011年に発表されたグローバル人材育
成推進会議の中間まとめでも、グローバル人材に必要とされる要素として
「語学力、コミュニケーション能力」、「主体性・積極性、チャレンジ精神、
協調性・柔軟性、責任感・使命感」に加え、「異文化に対する理解と日本
人としてのアイデンティティー」の三点が挙げられている。グローバル人
材に関する言論において、コミュニケーション能力や主体性・積極性といっ
た国際問題や国際社会に深くコミットして生き抜くための能力や、異文化・
多様性に対する探究心と理解力といった要件に加え、一見「グローバル」
や「国際」とは相反する概念である「日本」や「日本人」としてのアイデ
ンティティーが同列に強調されているのは、一体どのような意味を持って
いるのだろうか。
アイデンティティーとは、自分の一貫性が他者や共同体からも認められ
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ていること、自己の存在証明や自己同一性を指しているが、特に19世紀以
降、国民国家が共同体の基礎単位となってからは、国家や国民、民族、言
語と言ったものがアイデンティティーを構築するものとして支配的であっ
た。アイデンティティーとは、「自己と社会とを架橋する当のインタラク
ション（相互行為）の場にたちあらわれる概念」（上野2005：290）であり、
個人が成長する過程で築き上げ、変容していくものである。国民一人ひと
りが構築していくアイデンティティーの形成過程において、社会、文化、
歴史、言語といった、日本を日本とたらしめているあらゆるものとの強い
精神的・知的なつながりを形成することに関して、日本の教育政策では学
校という教育機関が果たす役割がしばし言及されている。
たとえば、文科省の定めた初等中等教育における国際理解教育において
も、外国の人々や文化への理解や共生といったキーワードに加え、「日本
人としての個の確立」や「日本人としての自覚」が挙げられているvi。また、
小学校における社会科の学習指導要領でも、第三学年および第四学年で「地
域社会における誇りと愛情」、第五学年で「国土に対する愛情」、第六学年
では「国を愛する心情」を育てることを目指すと言った愛国心の育成が教
育目標として明記され、さらに第六学年では「平和を願う日本人として、
世界の国々の人々と共に生きていくことが大切であることを自覚できるよ
うにする」こと、愛国心と「日本人としての自覚」を持った上での多文化
共生が謳われているvii。さらに、文科省は2013年12月、平成28年度から
小中高の学習指導要領を改定することを明らかにし、小学校からの英語教
育を強化すると同時に、「日本人としての主体性（アイデンティティー）」
に関わる教科として、国語と歴史教育（高校での日本史必修化など）の充実、
道徳の全面実施などを画定しているviii。
これらの文脈を鑑みても、グローバル人材育成政策策定の議論上で頻繁
に言及される「日本人としてのアイデンティティー」が意味するものは、
日本の若者が、自分自身が日本人であるという「自覚」や日本人としての「主
体性」を持ち、日本の文化や言語、歴史に精通し、国への愛情を持った人
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材、といった意味をはらんでいると考えられる。ただし、ここで言及され
る「日本」について、いったい「日本」たらしめている「歴史」や「文化」
といったものが具体的にどのようなものや内容・範囲を指すのか、さらに
は日本人としてのアイデンティティーを持つべき対象の「日本人」とはど
のような人々をさすのか（たとえば在日外国人と呼ばれる人々や国籍の違
う両親を持つもの、両親は日本国籍だが生後ほとんどを海外で過ごしてい
るものなど、多様な背景を持つ人々はどうなるのか）、といった点につい
ては、これらを厳密に規定することの当否も含め、未だ議論の余地がある
だろう。
国家という境界を乗り越えて人々が自由に世界とつながり、国際的な競
争力を持ってグローバルな活躍をしようとするとき、そのボーダーレスな
「グローバル化」という環境に順応して生きていく人材は、越境的なコミュ
ニケーション手段としての語学力や能動性・主体性を持つことが求められ
る。それと同時に、「日本」という国の枠組に規定された社会に関する知
識を持ち、「日本」という国を構成する様々な要素を持って自分自身を構
築し、それを体現する「日本人」としての自覚や主体性という武器を持つ
ことが期待されているのが、日本における「グローバル人材」の特徴である。
２．グローバル人材育成と日本人学生の留学の関連性
近年グローバル人材育成と関連して、日本人の「内向き志向」が問題視さ
れ、その左証として日本人大学生の海外留学の減少が挙げられることが多
い。しかし、これには、「留学」の定義ixの問題や留学にともなう様々なリス
クや留学回避要因が関連しており、留学という海外志向・外向きの行動が
減少しているように見えることを、日本人学生の「内向き志向」のためと
結論づけるのはいささか性急である。たとえば横田・小林編（2013）では、「日
本人学生の内向き志向再考」（第3章）として、敬遠される米国留学や海外
留学先の多様化・分散化、少子化と国内高等教育機会の拡大、就職活動の
長期化と早期化、単位互換制度の未整備や学事歴の違い、日本の家計の悪
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化、奨学金の不足などとともに、大学卒業後の雇用システムが留学経験を
評価しないことや、学生の安全志向などを挙げた上で、現在の学生は海外
志向が強い層と弱い層に分化していると結論づけている。これらの知見を
ふまえつつ、以降では、日本人の海外留学にともなうリスクを考察しなが
ら、留学とグローバル人材育成とがどのように関連しているのか、現在ま
での政策を概観することで議論し、課題の発見と今後の提言につなげてい
きたい。
近年まで日本政府による留学生政策の主な対象は外国人留学生であり、
国内の日本人学生の海外留学支援には決定的な政策や予算配分が行われて
こなかった。1980年の留学生10万人計画に始まり、海外から多くの留学
生を受け入れ、日本通や日本経済・社会との架け橋になるような学生を養
成することが留学生政策の中心的な政策目標であり、政府レベルにあたっ
ても各高等教育機関においても、その受け入れにあたっての戦略や体制整
備により多くの関心が払われてきた。一方、日本人学生による海外留学は、
学生個人の強い意思と準備、所属する大学の提供する大学間協定や国際教
育プログラム、家庭の事情などの個別環境にその大部分が付託されてきた。
しかしグローバル化の深化する社会において、日本周辺のアジア諸国が
より活発的に国際社会に進出し競争が深まり、より国際的に活躍できる能
力を持った積極的な学生を育成する必要があるという経済界からの要請も
受ける中で、大学卒業時までの海外留学が、グローバル人材育成のための
ひとつの重要な機会として注目されるようになった。政策としても、2012
年から開始された「グローバル人材育成推進事業」は、国際的な産業競争
力の向上や国と国の絆の強化の基盤として、グローバルな舞台に積極的に
挑戦し活躍できる人材の育成を図るべく、大学教育のグローバル化を目的
とした体制整備を推進する事業に対して重点的に財政支援することを目的
に開始されたx。具体的には、在籍学生の卒業時における単位取得を伴う
海外留学経験者の数値目標や、日本人学生の海外留学者数・全学生に対す
る比率に関する目標などを掲げ、日本人学生の留学を促進するための積極
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的な支援を行っている。
また、2014年度に募集の開始された「スーパーグローバル大学創成支援」
においても、グローバル人材育成推進事業に引き続き、日本の高等教育の
国際競争力の向上を目的に、海外の卓越した大学との連携や大学改革によ
り徹底した国際化を進める、世界レベルの教育研究を行うトップ大学や国
際化を牽引するグローバル大学に対し重点支援を行う予定で、2014年度の
秋には採択大学が決定され、多額の政府資金が投与される。それぞれの政
策には、具体的な送り出し留学生数や目標が設定されており、今までの留
学生政策が主に受け入れに注力していたことを考えれば、これは政策とし
て大きな第一歩であろう。
これらの重点支援政策が生み出す結果については、いまだ評価が可能
な時期ではないが、これらの政策を受け、現在までの高等教育機関や関連
機関の取り組みの中で考えられるアウトカムや課題について議論してみた
い。
まず一つ目は、すでに国際化に関して取り組みのある大学に重点的に国
家資金が行ったことにより、大学が持つ資金力や人的・物的インフラと、
それにともなった様々な恩恵を受け取ることが出来る学生とそうでない学
生間の格差が広がったのではないか？という懸念である。今までの例を鑑
みても、スーパーグローバル大学創成支援に先立って施行されたグローバ
ル30プロジェクト（G30）では、旧帝国大学と一部の有名私立大学計13校
が選出されている。このような重点資金を得るためには、すでに活発な国
際交流や教育・研究における国際活動が行われていること、手厚い奨学金
や学生寮の完備、国際連携活動と教育に必要な十分な数の教職員など、国
際化戦略に関連した多くの基準を満たしていることが条件となる。結果と
して、すでにある程度国際化が進み、国内外でも有名ないわゆる名門大学
に国際化資金が配分され、「富めるものはますます富み、貧しきものはま
すます貧しくなる」といった状況をもたらしている。
また、上記のような重点資金を得ていない大学間においても、国際交流
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に関する取り組みや交換留学の協定数などにおいて大きな差が存在するこ
とが、現実として学生に与えられる留学の機会に大きな格差を生み出して
いる。日本の大学の中には、一年間の交換留学が義務となっている大学も
あるが、交換留学制度は学生の経済的負担や煩雑な手続きなどが軽減され
るよりリスクの低い留学であるという点で、学生にとって大学在学中の「留
学」という可能性を大きく広げるものであると考えられるからである。例
えば、首都圏私学A大学、首都圏公立B大学を比較してみたい。どちらも
偏差値を参考にした入学難易度はほぼ同等であり、首都圏に位置すること
から受験時に併願をされることも多い。私立大学であるA大学は、世界に
80校以上の大学と交換留学提携を行っており、英語圏だけでも30校以上
の海外高等教育機関との提携を持つ。その一方で、公立B大学の提携校を
見てみると、交換留学の協定を結んでいるのはたったの5校であり、募集
人数も一桁で、学生に最も需要の高い米国などの英語圏の大学とは派遣交
換留学の提携を結ぶに至っていない。そのため、B大学の学生が自分の希
望する国や地域に留学する際には、比較的高価でかつ短期間のサマープロ
グラムや語学研修プログラムなどに参加するか、もしくは休学をして私費
留学をするといった選択肢に限られてくるのである。
これらに付随して、経済的負担の問題も存在する。私費で留学をする場
合、個人で応募することの可能な奨学金としては、各国が募集している政
府奨学金などがあるが、ほとんどが学位取得目的であり、一年間の留学や
短期の語学研修などを目的としている場合には、それらの政府奨学金を得
ることはほぼ不可能に近い。また、日本学生支援機構（JASSO）が短期留
学推進制度や先導的留学生交流プログラム支援制度などを行っているが、
双方とも学生個人で申請できるものではない。結果として、所属先の大学
によって、学生の将来的な留学可能性が左右されている部分が存在するの
は事実であり、大学間の取り組みの格差を縮めることは、日本人学生の留
学を支援する一つの方策であると考えられる。筆者が非常勤講師として所
属する横浜市立大学の「多文化交流ゼミ」で行った議論の中でも、履修学
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生が自らの経験から、日本人学生の留学渋りとその原因の第一に、経済的
な負担を挙げる場面があった。交換留学制度や資金的なサポートのある短
期プログラムなどがないかぎり、たとえ北米や欧州の英語圏の大学に留学
を希望していても、私費留学が大きな経済的負担をともなうことから、留
学自体を諦めてしまうのではないか、という分析であった。
このような状況を打開する政策として期待できるのが、先日第一期生の
選考結果が発表されたばかりの「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログ
ラム」であるxi。このプログラムでは、2020年までに大学生の海外留学12
万人（現状6万人）、高校生の海外留学6万人（現状3万人）という送り出
し倍増という目標が掲げられている。このプロジェクトでは、社会全体で
日本人学生の海外留学の促進に取り組み、官民協働で「グローバル人材育
成コミュニティ」を形成し、将来世界で活躍できるグローバル人材を育成
することを目的にしている。いまだ始まったばかりのプログラムであるた
め、学生における認知も決して広がっているとは言えないため、政府側の
広報の強化はもちろん、今後各大学の国際交流部や教員が積極的に告知し
ていく必要があるだろう。
次に、日本人学生の留学に関しては、特に国内の日本企業に対する懸念
についても触れる必要がある。就職活動に関しては、その就活時期の早期
化・長期化が留学渋りに関連しているとの指摘のほかにも（横田・小林編
2013）、学生が面接に臨む時期が面接の結果にも深く関係しているという
人事担当者へのインタビューに基づき、留学経験者は面接時期が遅くなり、
就職に不利になるという可能性も指摘されている（小鞠2011）。また、留
学を通して手に入れた言語の運用能力は、スペックとして歓迎されるが、
たとえば「はっきりものをいう」積極性や「自分の能力に自信を持ってア
ピールする」ような自信を持った態度は、「日本人らしくない」性質とし
て敬遠される向きも指摘されているxii。
このような「オーバースペック問題」（スペックが高すぎて日本企業に
は歓迎されない）も、留学を踏み止まらせる一つの原因になっているのだ
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ろう。つまり、たとえ留学を通して語学力や専門知識、様々な体験に基づ
く自信を身につけて帰ってきても、それが日本で就職する際に企業に評価
されるか分からないのである。実際、経団連アンケート「産業界の求める
人材像と大学教育への期待に関するアンケート」結果に対するＧ30採択
13大学からのコメントの中にも、「学業成績が「優」よりも「良」の学生
の方が好感を得て採用されやすい傾向があるように思われる」との指摘が
あるxiii。企業側が学生に期待しているものが、決して卓越した能力や専門
知識、学業成績などとは限らないことの一端を示している例である。これ
らの背景には、新卒一括採用で同年代の学生を大量に採用するというシス
テムや伝統的な年功序列の企業文化がいまだ存在することが感じられる。
日本とは対照的に、たとえば韓国では、国際的展開を行う企業を中心に、
経済危機以降年功制度から能力・成果主義へと大きく転換し、ジェネラリ
ストからスペシャリスト、人物から職務を中心とした人事管理の変更など、
人事管理のパラダイムがもたらされたと指摘されている（李2014）。企業
が求める人材像の変化は、就職活動をする大学生においても大きな影響を
及ぼしており、韓国の学生は将来的にグローバル市場に進出する大企業で
働くために即戦力となる英語力や専門性を身につけるため、海外留学に対
する需要が高まり、事実韓国人学生の送り出し総数は年々増加している。
日本において、留学などの海外経験や卓越した言語運用能力がどのよう
な企業で、どの程度評価されるのか、この点に関する情報が曖昧であり、
企業における留学経験の評価が低いのであれば、日本国内で行うことので
きるインターンやアルバイト、サークル、ボランティア活動など、様々な
国内の機会に活路を求め、就活への不安から費用のかかる留学への投資を
躊躇うのは当然であろう。
以上にように、現代の日本人学生においては、先行研究に挙げた以外に
も様々な要因やリスクが複合的に絡み合い、「日本人学生の留学渋り」と
いう状況をもたらしている。このような課題を受け、政府レベルから高等
教育機関、企業、学生などそれぞれのステークホルダーが問題の在処を共
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有しながら、「グローバル人材育成」と「日本人の海外留学促進」という
２つの連続する問題について取り組んでいく必要があると考える。
３．日本人の留学とグローバル人材育成に関する今後の提言
最後に、政府、高等教育機関、企業、そして学生それぞれにおいて、今
後どのような取り組みや姿勢が必要とされているのかについて考察し、提
言としたい。
（１）政府の取り組み
国際化がすでに進んでいる大学もしくはスーパーグローバル大学として
の政策的支援を受けるようないわゆる名門大学には、将来国際社会を舞台
に活躍したいと考える高い志を持った学生が集まる傾向にあると考えるの
は一定の理があり、またG30のような資金が大学単位で分配されることを
考えれば、まずは旧帝国大学や難関私立大学等などを中心とした名門大学
に重点的支援をすることは、世界に通用する国際的な研究大学としての地
位を確保するためにも必要な施策だと考えられる。しかし、今後大学向け
の支援としては、すでに国際化の取り組みの進んだ大学が「スーパー」グ
ローバルなるためだけではなく、目立たないが少しずつ国際化に関する取
り組みを積み上げてきた実績のある「プチ」グローバルを目指す大学にも
目を向け、国際化に関する全体の底上げを図ることも重要であると考える。
一方で、日本人学生総体の底上げという視点から考えれば、重点化政策
が国際化における大学間の格差をさらに広げたことは否定しがたく、学生
が所属する大学によって海外経験のチャンスが狭められていることは、学
生間の格差が固定化されてしまうと言う点で問題である。実際には、留
学をしたいと考える学生が一部の名門大学に集中しているとは限らない。
日本人学生の留学を量的に拡大するためには、今後も「トビタテ！留学
JAPAN」のような個人で応募できる奨学金をより充実し、現在の約300人
よりも多くの学生にチャンスを与えることが重要になってくるだろう。在
籍する大学によって機会を奪われることなく、多くの学生に機会を提供す
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ることが求められている。奨学金の受給に抱負や留学計画に加え、英語力
や大学での成績といった基準を設けつつも、多くの学生が応募することの
できる開かれた機会を用意することで、留学を志すものが経済的負担に
よって断念することがないようになれば、海外留学を実現する学生の数も
自ずと増えていくだろう。
（２）大学教育の再考
先に挙げた経団連の調査では、グローバル人材育成にむけて大学に期待
する取り組みとして、「専門科目を外国語で履修するカリキュラムの構築」、
「企業の経営幹部・実務者から、グローバル・ビジネスの実態を学ぶカリキュ
ラムの実施」を挙げている。また、大学が取り組みを強化すべきものとし
て、教育方法の改善を挙げ、調査参加企業の約8割が双方向型、学生参加型、
体験型授業の実施が必要であると回答している。
横浜市立大学で行われている「多文化交流ゼミ」は、英語を使ったディ
スカッション中心のゼミで、学生の積極的な参加が求められ、教員と留学
生、様々な専攻を持つ学生間の活発な交流と意見交換を促すような「学
生参加型」の授業の一例である。この授業を履修する学生は、Practical 
EnglishやAdvanced Practical Englishなどの授業を通して語学としての
英語力を身につけるだけではなく、「英語を学ぶのではなく、英語を使っ
て自分の考えを表現したい」、「社会問題や日本事情について英語で自分の
意見を発信できるようになりたい」と言ったモチベーションを持っている。
このような双方向型・学生参加型の教育は、先に挙げたG30採択大学や今
後スーパーグローバル事業に採択される大学だけでなく、横浜市立大学を
含めたその他多くの大学で国際化戦略の一貫として取り組まれているもの
と考えられるが、多文化交流ゼミのような双方向型・学生参加型の授業を
拡大していくには、様々な人的・経済的資本が必要とされる。特に、英語
などの外国語を教授媒介言語として用いた授業の場合、教員の能力的・精
神的負担も大きく、また既存の教員がこのような根本的な教育方法の変容
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に対応することが難しいといったケースも決して少なくない。韓国では、
新任教員の採用において、英語で専門科目を教えられることという必須条
件を設けている大学がほとんどであり、加えて既存の教員が英語で授業を
担当する際には、授業ごとに経済的なインセンティブを与えるといった対
応を取ることで、大学教育の英語化を積極的に進めている。
日本の大学の場合、アカデミックな英語の運用に不安がある、もしくは
英語で専門科目を教える経験がない、といった理由で、英語による授業を
担当できる教員を既存の人材プールの中で準備できず、結果として、海外
留学経験のある若手の研究者やポスドクを非常勤講師や任期付の助教とし
て雇い、授業の英語化に対応しているというのが多くの大学で見られる現
実ではないだろうか。
また、一般入試で入ってきた学生の英語力を、英語で専門科目を学ぶ
ことが可能なレベルまで伸ばすことも一つの試練である。横浜市立大学で
行っているようなプラクティカルイングリッシュといった集中的に英語を
学ぶプログラムを用意し、また英語の授業から英語による専門科目をつな
ぐためのCLIL（内容言語統合型学習）の授業、そして専門科目と段階を
踏んだカリキュラムの構築も必要となってくる。このようなカリキュラム
を構築するためには、学内の様々な部署や教員同士の連携と人材の充実が
不可欠であり、英語力の底上げから英語での学びや多文化環境における教
育・研究につなげていくための取り組みが必要とされてくるだろう。
（３）企業の人材意識改革
次に、企業側に必要とされる改善点についてである。先述のG30大学か
らのコメントにおいて、日本の企業においては「優より良が評価されやす
い」、といった指摘が示唆するものは大きい。日本企業では、素質や態度
といった人間性重視の人材評価制度が根強く、終身雇用制や年功序列など
の文化的背景から、会社のなかで求められる貢献を行いつつも、「出る杭」
にならないような人材が求められているのではないかと思える。今回正式
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に支援学生の決定した「トビタテ！留学JAPAN」プログラムではグロー
バルに展開する多くの企業や団体が支援企業・団体となり、次世代の日本
人学生の留学を金銭的に支えている。このような企業を中心にして、「国
際経験」の評価、知識や能力をより高く評価し、ブラックボックス化して
いる就職における評価基準を明らかにして行くことが求められている。ま
た、大学卒業時の一斉採用だけでなく、海外経験を含め様々な経験を積ん
だ人材を、年齢や経歴で制限することなく幅広く就職の機会を広げるよう
な努力も必要であろう。
さらに、上記と関連して、グローバル人材育成を要請する企業自らが先
駆者となって国際化に対応していくことも重要である。たとえば今年、安
倍内閣は「女性が輝く社会」実現のために、日本社会における女性の活用
促進に向けた様々な施策を行うことを発表した。しかし、現実の日本社会
は諸先進諸国と異なり、女性が子育てをしながら働き続けることが難しい
社会であり、待機児童問題のみならず、男性の育休取得率も一桁台である
といった問題が山積みになっている。グローバルに展開する企業であるか
らこそ、国籍やジェンダーなどを超え多様な人材の活用に尽力し、たとえ
同じ日本人であったとしても様々な背景を尊重した上で、より柔軟性のあ
る働き方を推奨し組織として支えて行くこともまた、企業の国際化につな
がると考える。
（４）学生の意識改革
最後に、グローバル人材育成や海外留学促進において常に議論の対象と
なっている日本人学生における意識改革の必要性を述べたい。日本では、
高等教育の大衆化と社会の少子化を背景として、近年の大学はより多くの
学生の誘致に奔走し、大学教育のサービス化が進んでいる。サービス化し
た高等教育機関において、学生は顧客であり、それは大学が渡航先や教育
プログラム、生活上のサポートなどすべてを手厚く手配した「留学」とい
う名のいわばパッケージツアーを用意している状況からも伺われる。学生
横浜市立大学論叢人文科学系列　2014：Vol.66 No.1
123
がお客さん気分で参加するこのような「肘掛け椅子留学」では、海外での
リスクマネジメントは本来学生本人の責任が問われるものであるにも関わ
らず、すべての日程に教員が同行したり、ホームステイ先とのトラブルや
渡航ビザについてまで学生を取り巻くリスクを教員や大学側が担保したり
といったケースも増えている。
しかし、このような「肘掛け椅子」タイプのプログラムは海外渡航への
不安を抱える学生層には良いきっかけになる一方で、学生の自立心を育て、
異文化環境に自らの身を置き、自立心や問題解決能力を育てるという本来
の教育的効果の視点からは疑問を抱かざるを得ない。留学することの意義
をしっかりと自分で考え、留学をきちんと形にするための行動を起こすこ
と、用意されているものだけではなく、課題と解決方法を自分で見つけ出
す態度と言った学生側の努力も必要であり、それこそがグローバル人材に
必要とされる資質ではないだろうか。
日本におけるグローバル人材に関する議論は、国際化に対応する能力の
育成という強い外向きのベクトルを持つと同時に、日本人としてのアイデ
ンティティの醸成という反対のベクトルを包有している。このような日本
独特の人材像を大学という教育課程を通して現実に投射して行くために
は、政府、大学、企業など育成とその活用を期待する側にも多くの課題が
あると同時に、日本の大学生においても学習や海外経験を積むことに対す
る積極的な姿勢が求められている。特に、政府、企業そして学生というス
テークホルダーをつなぐ、大学という教育機関が果たす役割は大きい。今
後も産官学連携の取り組みのなかで、大学の役割と声を最大限に反映させ
るためにも、当分野における実証的な研究が望まれる。
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文部科学省（平成26年７月1日）「官民協働海外留学支援制度～トビタテ！
留学JAPAN日本代表プログラム～　第一期生の選考結果及び支援企業・団
体について」http://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/tobitate/1349256.htm
（2014年9月15日最終閲覧）参照。選考の結果、応募総数1,700名（221校）
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v
vi
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viii
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x
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グローバル人材育成と大学の国際化に関する一考察
126
のうち323名（106校）が日本代表として選出され、ヨーロッパ、北米、アジ
アなどを中心とした世界59カ国への留学を支援することになった。
The New York Times “Young and Global Need not Apply in Japan” (May 
29, 2012)
http://www.nytimes.com/2012/05/30/business/global/as-global-rivals-gain-
ground-corporate-japan-clings-to-cautious-ways.html?pagewanted=all&_r=0
（2014年9月11日最終閲覧）参照。本記事では、オックスフォードで応用物
理学を専攻した日系の学生が日本企業での就職活動経験をもとに、日本では
海外留学をすると既存の就職ルートで就職をすることが難しくなり、自分で
道を探さなければいけなくなるというリスクが描かれている。
日本経団連（2011年）「産業界の求める人材像と大学教育への期待に関する
アンケート」結果に対するG ３０採択13大学からの主な意見・コメント」3
頁 よ り。https://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/005/sanko.pdf
（2014年9月18日最終閲覧）
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